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現在価値の観点による環境コストと

環境負債に関する会計処理の論点

阪 智 香 （関西学 院大学）

Ｉ 現在 価値概念と環境コス ト

本稿は、 環境会計を考えるにあたって、 財務報告 にお ける投資意思 決定に有用 な情報 提供と

いう目的にそって必要とされる環境コスト情報を、 通常の財務会計上 の諸 間題 と同様 に扱 おう

と す る も の で あ る。

財務会計における会計処理を考えるにあたって重要となる測定 に関 して、 最近注 目を集 めて

いるのが現在価値の概念である。 わが国においても、 一部の金融商品や退職給付債務な どに現

在 価値による測 定が求められるようになってきている。 このような動き に対 して、 例 えば退職

給付の会計基準では、 そもそも退 職給付を割引く目的が明らかにされていないため に、 現在価

値それ自体の概念 が問題 とされているのではなく、 他で使用 されている方式 を援用 している に

と ど ま っ て い る、 と い う 指 摘 も み ら れ る
工）
。 そ こ で 本 稿 で は、 ま ず 現 在 価 値 の 概 念 を 検 討 し た 上

で、 環 境コス トや環 境負 債を会計処理 するにあ
たっての適用 方法について考察 したい。

１１〕 現在価 値の 概念

現在価値 は、 概念 的に図表 １のよう に分 類される。

図 表 １ 現 在 価 値 の 概 念

刈１１１１１１ぽ１∴一
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図表１について、 将来のキャッ シュフロー を一定 の利子率 で割 引計算したものとしての広義

の現在価値は、 資産や負債の額 を直接的 に測定 する 直接 的測 定額と、 会計上の配分の手続きか

ら得られる会計的配分額に分 けられる。 さ らに直接 的測 定額 は、 公正価値の推定値と企 業固有

価 値 の 推 定 値 に 分 け ら れ る。 こ こ で 企 業 固 有 価 値 と は、 期 待 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー を 見 積 る 際 に、
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経営者 の判 断を取り込んで、 当該企業特有の能力や諸前提を考慮するというものである。 公正

価 値 と 企 業 固 有 価 値 は、 手 法 は 同 じ で あ る が、 見 積 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー に 関 す る 諸 前 提 が、 市 場

の 諸前提 である か、 企業 が作 成した諸前提であるかが異なる
２〕
。

この現在価値 につ いて は、ＩＡＳＣ（国際会計 基準委員 会） において新たなテーマとして取り上

げ ら れ て お り３〕、 ま た、 ＦＡＳＢ （米 国 財 務 会 計 基 準 審 議 会） に お い て は１Ｏ年 以 上 に わ た り 研 究 が

行 わ れ て き た。 ＦＡＳＢ は１９９０年 の 討 議 資 料、 １９９６年 の 特 別 報 告 を 経 て、 １９９７年 ６ 月 と１９９９年３月

には公開草案 を公表、 そ して２０００年２月 にＳＦＡＣ（財務会計概念書） 第７ 号と して
「会計測 定に

お け る キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー 情 報 と 現 在 価 値 の 利 用」 を 公 表 し て い る
４〕
。 こ の 研 究 の 過 程 に お い て、

現在価値の概念や位置づ けが変化 して いる。１９９０年の討 議資料 では貨 幣の 時間 的価 値を表す割

引 に 重 点 が 置 か れ て い た が、 不 確 実 性 や リ ス ク 評 価 へ と 重 点 が 移 っ て お り、 ま た、 そ の リ ス ク

は 当 初 認 識 時 だ け で は な く そ れ 以 後 に お い て も 評 価 さ れ る こ と と な っ た。 さ ら に、 １９９９年 の 公

開 草 案 以 後、 期 待 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー ・ ア プ ロ ー チ が 採 用 さ れ、 企 業 固 有 価 値 の 概 念 は 排 除 さ れ

た。 伝統 的な測 定アプローチが最善 （最も発生可能性の高い） の見積額を用いるのに対 して、

期 待 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー ・ ア プ ロ ー チ は、 将 来 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー の 発 生 可 能 性 の 範 囲 お よ ぴ そ の

分 布 に も と づ い て 期 待 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー を 算 定 し、 そ れ を リ ス ク に も と
づ き 修 正 し た 後、 リ ス

ク ・ フ リ ー 利 子 率 で 割 引 く と い う も の で あ る５〕。 ＳＦＡＣ 第 ７ 号 に 至 っ て は、 会 計 測 定 に お い て 現

在 価 値 を 用 い る 目 的 は 公 正 価 値 を 見 積 る こ と で あ る と 明 記 さ れ て お り６〕、 こ の 背 景 に は、 債 券 市

場や株式市場における債券価格や株式価格の形成 にとっ て理 論価 値と考えられる企 業価 値の把

握 こ そ が 重 要 で あ る と す る 考 え が あ る７〕。

１２〕 現在価値と環境コス ト

現在価 値は、 環境コス トや環境負債 を考える上で どの ような意味 をもつの だろう か。 これま

で環 境コス トや 環境負債が財務諸表上で適正に会計処理・開示されてこなかったことについて

は、 測 定上の 見積りの困難さや不確実性の間題が要因とされてきた。 企業が重大な環境負債に

直面 し、 そ れに伴う環境 コス トの発生の可能性が高い場合であっても、 測定が困難であるため

に財務諸表上 に適切 に反 映さ れていないことがしばしば指摘されてきた。 米国では、 最善の金

額の見積りが困難である場合 には・ＦＡＳＢ解釈 書（〃ユ∫万∫〃ｅゆ ｍ 〃ｏｍｊ〃州 第１４号やＳＥＣの

職 員 会 計 公 報 （∫ねガ ん ｃｏｍｍ 伽 身 肋 〃ｅオゴｍ：ＳＡＢ） 第９２号 に も と づ い て、 少 な く と も 最 低 額 を 開

示すべきことが定められているが、 この方法 は投資 家をミスリー ドする可能性 があると 指摘さ

れ て い る８〕。 さ ら に、 環 境 浄 化 負 債 の よ う に、 実 際 の 浄 化 活 動 と キ ャ ッ シ ュ ・ ア ウ ト フ ロ ー が 完

了するま でかなりの長期間に及ぶものもあり、 貨幣の時間価値を考慮するか どうか によって金

額に重要な影 響を与えるという問題点もあげられる。

こ れらの様々な間題点を解決するためにＳＦＡＣ第７号は重 要な手かがり を与えると思われる。

な ぜ な らＳＦＡＣ第 ７ 号 は、 将 来 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー の 金 額、 時 期、 ま た は そ れ ら が 不 確 実 で あ る 場

合の現在価値の利用に関する一般的原則を提供しているからであるｇ〕。環境負債のように市場価
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値 を 入 手 す る こ と が 困 難 で あ り、 将 来 の キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー の 金 額 が 確 定 し て い な い 場 合 に は、

ＳＦＡ Ｃ第 ７ 号 が 提 示 す る 期 待 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー ・ ア プ ロ ー チ が 有 用 と な ろ う。

ただし留意すべき は、 環境会計 において環境 間題
を取 り扱 うにあたっては、 各会計領域の目

的と枠組みにもとづいて適切な会計手法が検討 されなければならないということである。 測定

対象が同じ環境コス トであっても、 財務諸表で開示 する 場合 と環境報告書で開示する場合とで

は測定属性が異なりうる。 例えば、 環境報告書 では、 より長期 的な観点や企業特有の能力 を織

り込んだ企業固有価値にもとづいて環境コス トを会計処理 することも 考えられる。 あるいは、

財務報告では扱うことのできない環境価値評価 をも取り込 んだ環 境会計の方向性を考えること

もできよう。 このような環境報告書における環境
会計の 問題 につ いては別 稿に譲ることとし、

ここでは各開示媒体によって異なる環境会計手法が追求される べきと の指 摘にとどめておきた

レ 、
。

皿 環境コス トと環境 負債の会計処理の論点

環境コス トと環 境負 債の会計処理に関しては、 図表２のような論点 があ げられる。 環境コス

トは、 費用 （当期 費用・ 損失、 負 債繰入額） または資産 （資本化され た金額） と して把握さ れ

る。 環 境コス トが負 債繰入額として発 生した場合には、 同時 に貸方に環境負債 が計上さ れる こ

と と な る。

図表２の環境 費用 （当期 に賦課される環境コスト） についての会計処理 は、 概ね、 関連する

現行の会計 基準 にも とづいて判 断することが可能であると思われる。 よって以下で は、 環境資

産 （環境コス トの資本化） お よび環 境負 債に関する問題に焦点をあてて、 それ ぞれの会計処理

に つ い て 考 察 す る こ と と す る。
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図 表 ２ 環 境 コス ト と 環 境 負 債 の 会 計 処 理 の 論 点

環 境 コ ス ト 環 境 コス ト と は、 企 業 活 動 に お け る 環 境 負 荷 を肖
■」減 ・ 管 理 す る た め に 実 施 し た、 ま た は 実

施 が 要 求 さ れ る 環 境 対 策、 お よ び、 企 業 の 環 境 方 針 ・ 目 標 の 達 成 の
た め に 必 要 な 活 動 等 に

要 す るコ ス ト で ある。活 動 の 目 的 や 他 の 活 動 と の 関 連 等 に も と
づ い て 識別 さ れた 環 境 コ ス

ト は、 関 連 する 便 益 が 生 じ る 期 間 に 応 じ て、 費 用 （当 期 費用 ・損 失、 負 債 繰 入額） ま た は

資 産 （資 本 化 さ れ た 金 額） と し て 把 握 さ れ る。 環 境 コ ス トが 負 債 繰 入 額 と し て 発 生 した 場

合 に は、 貸 方 に 環 境 負 債 が 計 上 さ れ る。

環 境 費 用 環 境 コス ト の う ち、 当 期 の 便 益 に 関 連 す る も の、見 積 変 更 や 重 大 な 誤 謬 ・ 会 計 方 針 の 変 更

に 該 当 し な いも の、便 益 が発 生 しな い 環 境 損 失 な どが、当 期 に 賦 課 さ れる 環境 費用 と な る。

環境 コ ス ト の 環 境 コ ス ト が 将 来 期 間 の 便 益 に 関 連 す る な らば、環 境 資 産 と して 資 本 化 さ れ、将 来 期 間 に

資 本 化 賦 課 さ れ る。 資 本 化 に つ い て は、 将 来 便 益 の 増 加 ア プロ ー チ （将 来 便 益 を 増 加 さ せ る コ ス

（環 境 資 産） ト の み を 資 本 化 す る） と 将 来 便 益 の 追 加 コ ス トア プロ ー チ （将 来 便 益 の 獲 得 に 必 要 な コ ス

ト で あ れ ば 将 来 便 益 を 増 加 さ せ な く と も 資 本 化 す る） が提 唱 さ れ て い る。資 本 化 に 関 し て

は、 減 損 や 無 形 資 産 の 会 計 基 準 と の 整 合 性
が 求 め られ る。

環 境 コ ス ト 等 環 境 コス ト の 資 本化 部 分 や その 他 の 資 産 に つ い て、環 境 間 題 に 関 連 し た減 損 の兆 候 が認 め

の 減 損 ら れ る 場 合 に は、そ の 資産 の 帳簿 価 額 を公 正 価 値 ま た は 回 収 可 能価 額
ま で切 り下 げる 必 要

が あ る
。

環 境 債 務 環 境 コ ス ト に 関 連 す る 現 在 の 義 務 は 環 境 負 債 で あ る。例 え ば、環 境 報 告 書 に お い て 当 該 企

業 が 環 境 汚 染 の 浄 化等 を 明言 し てい る 場 合、そ れ は法 規 制 で 要 求 さ れ て い なく と も 負 債 と

し て 認 識 さ れ る べ き で あ る。支 出 の 時 期 や 金 額 が不 確 実 な 環 境 負 債 は、期 待 キ ャ ッ シュ フ

ロ ー ・ ア プ ロ ー チ を 用 い る こ と で 測 定 が 可 能 と な る。 環
境 負 債 に 関 し て は

、
潜 在 的 回 収 額

の 会 計 処 理 方 法、 減 損 と の 二 重 計 上 の 回 避 に つ い て も 明 らか に す る 必 要 が あ る。

引 用） 阪 智 香 稿 「環 境 コ ス ト の 観 点 か ら み た 環 境 会 計」
『ＪＩＣＰＡ ジ ャ ー ナ ル』 Ｖｏｌ．１２． Ｎｏ．７．

２０００ 年 ７ 月
、

ｐ．７５． を 一 部 修 正。

皿 環境コス トの会計処理

環境コス トの会計処理 を現在価 値の観点 から考察することは、 金融商品や退職給付
債務の場

合と比較 し、 営業 資産への適用 である点が大きく異なる。 営業資産の場合、 現在価 値として
企

業固有価値 を用いることも十分に考えうる が、ここではＳＦＡＣ第７号で公正価値概念
が採用され

て いる こと をふま えて、 公正価 値の推定値としての現在価値にもと
づいて考察を行う。

１１〕 環境コス トの資本化

これまで、 環 境活動 に対する支 出は、 その多くが支出
された期に費用化されて利 益を減少さ

せること が企業 の環 境活 動を阻害する要因ともなってきた。 したがって、 当該環境コス トが将

来便益の増加 に関連 する もの であるならば、 それを資本化するための会計処理方法を整備する

ことが、 会計上の観点 だけでなく、 環 境活動の促進 という観点
からも望ましい。

環 境 コ ス ト の 資 本 化 の た め の ア プ ロ ー チ と し て は、 図 表 ２ で 示 す よ う に、 将 来 便 益 の 増 加 ア

プローチと将来便益の追加コス トアプロー チが提案されている。 環境コス トの投下による資本

化金額 を公正価値の観点 から測定 する 場合、 基本的には将来便益の増
加 アプローチが採用 され

ることとなろう。 た だし、 例 え
ば
、 環 境法 規制 や世 論の変化 等に

よっ て既存の設備 に環 境コス
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トを投 じなければ生産活動が制限される、 または支障をき
たすような場合は、 当該設備には環

境コス ト投 下時点以 前に既に減損が生じているはずである。 そのような場合には、 一旦当該資

産 につ いて減損 を認識した上で、 投下した環境コス トが企業の将来便益
を増加させる部分 を資

本化金 額として捉える必 要があろう。

環境支出の資本化に関連 して、ＩＡＳ第１６号
「有形固定資産（〃ｏψｅ吻，

〃 ｍｆ ｍａ 助ｍ幼ｍｅ励」

は次のように述べている。
「有形固定資産 は、安全ま

たは環境保全目的で取得される場合もある。

このように有形固定資産は、 それ自体直接的に経済的便益
をもた らさ なくても、 他の資産 から

経済的便益を得るために不可欠である可能性がある。 そうで ある なら
ば、 その資産 を購入 する

こ と に よ り、 失 う こ と を 防 げ る 経 済 的 便
益 の 金 額 を も っ て、 資 産 と し て 認 識 す る。

た だ し、 当

該購入資産およびその関連資産の帳簿価額合計額が、 回収可能価額合計額 を超過 する こ
とはで

き な い。」
１０〕ＩＡＳ に お け る 回 収 可 能 価 額 と は、 当 該 固 定 資 産 の 公 正 価 値 と 企 業 固 有 価 値 の い ず

れ

か大きい方とされているため、 回収可能価
額と して企業固有価値 をと る場合 は、 将来便

益の追

加 コ ス ト ア プ ロ ー チ と も 考 え ら れ る。

この他、 環境コス トの資本化に関連 して、 汚
染 に関する許 認可および排 出権 等を無形資産と

して計上するか どうか、 その会計処理方法等 について
も近 い将来 重要な間題となろう。

なお、 環境コストが資本化された後、 当該資本化部分
に対して減損の兆候があった場合には、

次 に述べるような減損の会計処理 を行わな ければならない。

１２〕 環境問題の影響１二よる減損

環境 問題の影響 による減損 には、 減損の対象 によっ て、
通常の営業活動のための資産につい

ての減損と、 環境コス トの資本化部分 につ いて の減損
があるが、 いずれも減損の会計処理方法

に つ い て は 同 様 に 考 え る こ と が で き る。

減損の 認識と測定 につ いて は異 なる 見解 が存在する。ＩＡＳ第３６号
「資産の減損 （∫ｍα〃ｍｅ〃

ぴ λ∬ｅ’∫）」 では、 帳 簿価額 が回収 可能価 額を超 えるときに、 その
額まで緩簿価額を切り下げ

ると している。 一方、 ＳＦＡＳ第１２１号
「長期 性資産の減損及び処分予定の長期性資産の会計処理

（λ… ｍ 伽ｇ〃 肋・∫ｍ 〃 ｍ・・ 〃Ｚ・ｍ牡づｍ 〃 ∬・Ｃ∫ｍ ψ
κ・・ μ 伽 Ｍ∫∫・ 舳 Ｂ・”・カ… ６

功 」 で は、 帳 簿 価 額 が 割 引 前 将 来 キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー の 総 額 を 超 え る と き に 減 損 を 認 識 し・ そ の

資産の 帳簿価額 を公正価 値まで切 り下げるとしている。 公正価値については、 通常は活発な市

場 にお ける 公表 市場価格にもとづく価額とされるが、 環境間題による影響は当該企業特有の問

題 で あ る こ と が 多 い た め、多 く は 期 待 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー ・ ア
プ ロ ー チ に も と づ く こ と と な ろ う。

なお、 減損 と次に述
べる環境負債の二重計上は回避されなけれ ばならない。

１Ｖ 環境負債 の会計 処理

環境負債とは、 将来環境コストを支払わなければなら
ない義務で、 負債の 認識規準 を満 たす
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も の で あ る。 こ こ で 義 務 と は、 通 常 の 取 引 慣 行、 慣 習 若 し く は 良 好 な 取 引 関 係 を 維 持 し、 又 は

公 正 と み な さ れ る よ う に 行 動 し た い と い う 要 望 か ら も 生 じ る も の で あ る１１〕。 し た が っ て、 例 え

ば環境報告 書において当該企業が環境汚染の 浄化 等を明 言している場合、 それは法規制 で要求

さ れなくとも負債と して 認識さ れるべ きである。

環 境 負 債 に つ い て 期 待 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー ・ ア プ ロ ー チ を 用 い る こ と で、 こ れ ま で 支 出 の 金 額

や時期に不確実性が伴うために環 境引当金とされてきたような、発生時点 が不確実なキャッシュ

フ ロ ー に も 適 用 で き る こ と と な る。 ま た、 こ れ ま で リ ス ク 等 を す
べ て 割 引 率 に 反 映 さ せ て し ま

うために不明確となっていた測定 プロセスの検証 可能性 を高 める こと にも なろう。

環境負債の会計処理に関連するＳＦＡＳ公開草案「長期資産の除去に関する債務の会計（んｃｏｍＣ加皇

力κ ０〃 桓 〃 ｏｍ∫ ＾ ∫ｏｃ 〃ｅａ ｍ４肋 肋ｅ Ｒｅ〃ｅｍｅ〃 げ 工ｏｍｇ 〃 ｍａ λ∫∫ｅｆ∫）」で は、
「原 子 力 発 電 等

の長期資産の閉鎖にかかる負債の公正価値とは、 当該企業と同等の信用状態にある自発的な第

三者が、 当該企業の債務に固有の義務、 不確実性、 およびリスクのすべて を継承する際に要求

す る 金 額 を 表 す」
１２〕 と し て お り、 公 正 価 値 概 念 の 導 入 が 図 ら れ て い る。 な お、 環 境 負 債 の 会 計

処理 に関連 して は、第三者からの期待回収額の取り扱 い等 につ いても明 らかにする必 要が ある。

Ｖ 環境コス トと環境負債に関する会計基準の必要性

環境コス トや環境負債 について は、 それ らを直接 的に扱う 会計基準が存在 しないために、 財

務 諸 表 上 で 適 切 に 会 計 処 理 さ れ、 開 示 さ れ て こ な か っ た。 ま た、 と り わ け 環 境 負 債 は、 そ の 不

確実性のために、 認識・測定上多くの間題 を伴うこと から、 その 実態 がほとんど開示さ れて い

な い。 し か しＳＦＡＳ第 ７ 号 で 提 案 さ れ た 期 待 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー ・ ア プ ロ ー チ は、 不 確 実 性 の 壁 に

阻まれていた環境コストや環境負債の測定のための糸口となること が期待 でき よう。 確 かに、

現在価値概念を実際に適用するためには、 将来キャッシュフローの確率分布の予測、 リスク調

整の方法といっ た課題も存在 する。 しかし、 税効果会計、 減損会計、 金融商品の会計および年

金 会計などにつ いて、 現 在価 値の観点から会計基準が設定され、 また、 見直 しがなされようと

している中 で、 未だ会計基準が存在 せず、 適切に会計処理がなされていない環境コストや環境

負債 についても、 現在価 値の観点 から包括的な会計基準が必要とされる時期にきているのでは

な いだろう か。 この 間題 に関 する研究 は国際的にみてもいくつかの機関においてなされており

１３〕
、 わ が 国 に お い て も 今 後 の 対 応 と 検 討 を 期 待 し た い。
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